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新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行にともない、企業では、従業員の働き方について

の対応を迫られている。 

ニッセイ基礎研究所では、2月末と 3月中旬の 2回にわたって被用者を対象とする「働き方と健康

に関するアンケート調査」を実施した。本稿では、回答した時期によって、新型コロナウイルス対策

に関する企業の取り組みにどう変化があったかを分析した。 

その結果、３月中旬以降で、テレワーク、時差出勤、海外への渡航制限等、セミナー打ち合わせ等

の制限、会社イベントの中止・延期、個人的なイベントの自粛の実施が増加していた。企業規模と雇

用形態・役職別との交差項をみると、３月中旬以降に増えていたのが 50～299人規模の企業で個人的

なイベントの自粛やオフィスに消毒液設置、1000～4999人規模の企業でテレワーク、海外への渡航

制限等、個人的なイベントの自粛、5000人以上の企業でテレワーク、時差出勤、オフィスに消毒液

設置だった。また、一般正社員・正職員と比べて管理職以上でテレワークやＢＣＰ策定が増加してい

た。公務員と派遣社員は、他層と比べると取り組みの増加は少ない傾向があった。 

 

1――調査時期の状況――新型コロナウイルスの拡大防止に向けた取組が企業へ要請される 

新型コロナウイルスの拡大防止に向けて、厚生労働省から経済団体に向けて、従業員の働き方や収

入への配慮を求める要請が行われている。 

３月末までの経緯を振り返ると、新型コロナウイルスが全国紙で最初に取り上げられたのは１月９

日、日本で最初に感染が確認されたのが１月 16日で、ＰＣＲ検査での陽性者は２月 22日に 100人

を、３月 22日に 1000人を超えた1。２月 21日に、厚生労働省は、一般社団法人日本経済団体連合

会、日本商工会議所、全国商工会連合会、全国中小企業団体中央会といった経済団体へ、職場におけ

る新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けて、労働者が発熱などの風邪の症状が見られる際に休

 
1   厚生労働省「国内の状況について（2月 22日 12時時点版）」「新型コロナウイルス感染症の現在の状況について（令和

２年３月 22日版）」より。国内、空港検疫、チャーター便帰国者の合計。 
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みやすい環境や、労働者が安心して休むことができるよう収入に配慮した病気休暇制度の整備、感染

リスクを減らす観点からテレワークや時差通勤の積極的な活用の促進などの取り組みへの協力を要請

した。さらに、３月２日には、全国の小中学校と高校、特別支援学校に臨時休校が要請され、企業に

とっては、子どもをもつ従業員への対応も必要となった。 

 

2――使用したデータと分析方法 

1｜使用したデータ 

今回分析に使用したデータは、2020年２月 28日から３月 30日に（株）ニッセイ基礎研究所が実

施した「被用者の働き方と健康に関する調査（インターネット調査）」である。対象は、調査会社の

モニタのうち、18～64歳の男女被用者で、各都道府県の性、および 10歳刻みの年齢群団の構成が、

2015年国勢調査の構成と合致するように回収した。回収数は 5,594サンプルである2。今回の調査対

象には非正規の就労者も含まれているが、フルタイム就労者を想定した調査であり、所定労働時間は

およそ９割が７～８時間だった。 

調査依頼は２月末と３月中旬の２度にわたって行った。２月末は昨年度実施した同種の調査に回答

した人に再度依頼、３月中旬は新規の人に依頼をした。本来は、回収時期による差の分析を目的とし

た調査ではなかったため、回答者の属性を２月末と３月中旬で合致させるなどの調整はしていない。

２月末に依頼をした人については、３月末まで回答を可能としていたが、２月末に依頼した人はおお

むね３月上旬に回答を終えていた。２月末依頼分（２月末～３月上旬に回答）と、３月中旬依頼分

（３月中旬～３月下旬に回収）の回収は、それぞれ 3,298と 2,296サンプルだった。 

 

2｜分析方法 

前稿「新型コロナウイルス感染予防に対する企業の取り組み-被用者に対するアンケート調査よ

り」3では、各種取り組みは、規模の大きい企業、首都圏の企業、海外との接点が多い企業や健康経

営に熱心な企業等で実施されている傾向があった。従業員の属性としては、管理職以上の正社員・正

職員、事務系専門職、技術系専門職で適用されていることが多かった。 

本稿では、前稿をふまえて、各種取り組みを目的変数、回答時期のほか、企業規模、雇用形態や役

職、職種、海外との接点の状況、回答者の居住地の規模、通勤手段を説明変数として、線形確率モデ

ルで推計した。回答者の性、年齢、年収、居住都道府県は調整変数として投入した。前稿の結果を踏

まえて、企業規模と雇用形態や役職については、回答時期との交差項も考慮した。使用した変数の概

要は、巻末の図表３に示す。 

 

  

 
2  地域別の企業規模、業種は、なるべく実態に近いように回収した。 
3  村松容子「新型コロナウイルス感染予防に対する企業の取り組み-被用者に対するアンケート調査より」ニッセイ基礎研

究所、基礎研レター（2020年３月 23日） 

https://www.nli-research.co.jp/files/topics/64043_ext_18_0.pdf?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/files/topics/64043_ext_18_0.pdf?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/files/topics/64043_ext_18_0.pdf?site=nli
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3――分析結果 

1｜取り組みの概要 

企業の取り組みの概要をみておく。調査で

は、「オフィスに消毒液設置」「会社イベントの

中止・延期」「セミナー、打ち合わせ等の制

限」「時差出勤」「個人的なイベントの自粛」

「マスク配布」「テレワーク」「海外への渡航制

限等」「出勤停止・自粛」「ＢＣＰ策定」の有無

を尋ねた。その結果、６割の企業で何らかの取

り組みをおこなっていた（図表１）。取り組み

内容は、実施が多かった順に、「オフィスに消

毒液設置」「会社イベントの中止・延期」「セミ

ナー、打ち合わせ等の制限」「時差出勤」「個人

的なイベントの自粛」「マスク配布」となっ

た。「テレワーク」は 15.5％にとどまった。２

月末依頼分と３月中旬依頼分を比較すると、い

ずれの取り組みも、３月中旬依頼分が高く、全般的に徐々に取り組みが拡大していた。「その他」の

取り組みとしては、検温、マイカー通勤の許可、出勤時間や休憩時間の分散化、オフィスの換気、オ

フィスのレイアウト変更、社内における健康相談窓口の設置等があげられた。 

 

 

2｜推定結果 

続いて、各種取り組みを目的変数とし、回答時期（３月中旬以降ダミー）のほか、企業規模、雇用

形態や役職、職種、海外との接点の状況、回答者の居住地の規模、通勤手段を説明変数とした、線形

確率モデルでの推計結果を図表２に示す。 

まず、調査期間を通じてみると、前稿でも示したとおりではあるが、企業規模別では、規模が大き

いほど各種取り組みを実施している傾向があった。雇用形態・役職別にみると、管理職以上の正社

員・正職員で時差通勤が多く取り入れられていた。職種では、事務職（一般事務・受付等）と比べる

と、事務系専門職ではテレワークや海外への渡航制限等、セミナーや会社イベントの自粛等が多く、

技術系専門職ではテレワークや時差出勤、海外への渡航制限等が多い。医療福祉、教育関係の専門職

では、マスク配布と「その他」が多かった。医療福祉、教育関係の専門職が「その他」としてあげて

いたのは、施設内に外部からの訪問を禁止することや自己管理の徹底であった。営業職、販売職、生

産・技能職、接客サービス職、運輸・通信職では、テレワークや時差出勤、セミナーや会社イベント

の自粛等の実施は少なかった。接客サービス職、運輸・通信職では、マスク配布は多かった。また、

海外に拠点がある等、海外企業との業務上のやりとりが多い企業や、従業員の健康増進に熱心な企業

でも取り組みは多かった。地域等別にみると、公共交通機関で通勤する人が多い企業や、東京・神奈

川・千葉ではテレワークや時差出勤が多く取り入れられていた。 

図表１ 取り組み実施状況（回答時期別） 

 
（資料）ニッセイ基礎研究所 「2019 年度 被用者の働き方と健康に 

関する調査」 以下同じ 
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３月中旬以降の回答についてみると、全体的に「とくにない」は減っており、テレワーク、時差出

勤、海外への渡航制限等、セミナー打ち合わせ等の制限、会社イベントの中止・延期、個人的なイベ

ントの自粛の実施が増加していた。企業規模、雇用形態や役職で３月中旬以降をみると、テレワーク

は、1000人以上の企業で、時差出勤は 5000人以上の企業と管理職以上の正社員・正職員で、海外へ

の渡航制限等は 1000～4999人の企業で、個人的なイベントの自粛は 50～299人、1000～4999人の企

業で特に増加していた。公務員と派遣社員は、他層と比べると取り組みの増加が少なかった。 

 

 

4――調査結果が示すもの――取り組みは拡大。ただし、１か月間で拡大できたのは一部企業。 

今回の結果から、３月上旬と中旬以降を比べると、テレワークや時差出勤といった人込みを避けた

勤務、海外への渡航制限、セミナーや会社イベント、個人的なイベントの自粛等人々が密集・密接す

る機会を減らす取り組みの実施企業が拡大していた。テレワークは規模の大きい企業や管理職以上の

正社員・正職員で、時差通勤は規模の大きい企業で、それぞれ特に拡大しており、人込みを避けた勤

務に向けて１か月間で対応できたのは、一部企業にとどまった。 

しかしながら、企業の対応を上回るスピードで新型コロナウイルスの感染状況は拡大し、４月 10

日には「緊急事態宣言」が発出され、休業やオフィス出勤者の最低 7割削減等が要請されることとな

った。現在は、５月６日までの期間とされているが、今後の流行拡大状況によっては、さらに長引く

可能性もある。また、新型コロナウイルス感染症に関しては、一度おさまればよいというものではな

く、第２波、第３波に備えて長期にわたって取り組む必要があるとも言われている。今後、すべての

企業において、オフィスでの業務は、在宅あるいは、相当人員を減らしても継続できるような運用を

検討していく必要があるだろう。また、人との接点が多く、社会的距離4をとることが難しい業種や

職種においては、従業員の感染リスクを最大限に軽減する策が必要となる。 

ワクチンや特効薬が開発され、完全に鎮静化するまで、感染をコントロールしつつ経済活動を行っ

ていくために、今後のさらなる取り組み拡大が必須であろう。 

  

 
4  Social distance。公衆衛生上で使われるときには、感染拡大を防ぐために意図的に人と人との距離を保つことを表す。新

型コロナウイルス感染症においては、両手を広げても触れ合わない距離として、２メートルほどの距離をとることが推

奨されている。 
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図表２ 推定結果（標準化係数） 

（注）* p<0.1、†p<0.05、‡p<0.01、性、年齢、年収を調整済 
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50～299 人  0.04‡ 0.03* 0.05‡ -0.02* 0.07‡ 0.07‡ 0.05‡ 0.09‡ 0.07‡  -0.14‡ 

300～999 人 0.07‡ 0.10‡  0.06‡  0.12‡ 0.10‡ 0.09‡ 0.13‡ 0.09‡  -0.19‡ 

1000～4999 人 0.06‡ 0.12‡ 0.04* 0.08‡  0.16‡ 0.19‡ 0.12‡ 0.17‡ 0.10‡  -0.20‡ 

5000 人～ 0.10‡ 0.08‡ 0.08‡ 0.11‡  0.16‡ 0.20‡ 0.16‡ 0.13‡ 0.07‡  -0.20‡ 

公務員   0.05‡   -0.02*   0.05‡ 0.09‡ 0.07‡ 0.08‡     -0.13‡ 

雇
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・
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職 

正社員・正職員（一般） ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 

正社員・正職員（管理職以上）  0.05†          -0.06‡ 

契約社員       -0.03*  0.04*   -0.03* 

派遣社員            -0.03*           

職
種 

事務職（一般事務、受付等） ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 

管理職・マネジメント   0.06†    0.05† 0.06†     

事務系専門職（市場調査、秘書等） 0.02*   0.03†  0.03* 0.02*    -0.01† -0.02* 

技術系専門職（研究開発、ＳＥ等） 0.06‡ 0.04‡  0.03† -0.04†     -0.04‡   

医療福祉、教育関係の専門職 -0.04‡ -0.06‡  -0.02† -0.02‡     0.03† 0.05†  

営業職    -0.03† -0.03†    -0.04‡    

販売職 -0.06‡ -0.05‡  -0.02* -0.02* -0.02* -0.02* -0.03‡     

生産、技能職 -0.08‡ -0.07‡  -0.03† -0.04‡ -0.06‡ -0.06‡  -0.06‡   0.08‡ 

接客サービス職 -0.06‡ -0.07‡  -0.02† -0.03‡ -0.04‡ -0.02† -0.03‡  0.04‡   

運輸、通信職 -0.06‡ -0.05‡ -0.03‡ -0.04‡  -0.05‡ -0.02* -0.02*  0.04‡ -0.01*  

その他 -0.02† -0.02*                     

企
業
の
特
徴 

外資系である 0.06‡     -0.02* -0.02* -0.03†     

海外に拠点がある 0.09‡ 0.08‡ 0.06‡ 0.18‡ 0.05‡ 0.09‡ 0.07‡ 0.06‡ 0.07‡ 0.03*  -0.08‡ 

海外企業との業務上のやりとりが頻繁 0.09‡ 0.07‡ 0.07‡ 0.13‡ 0.05† 0.07‡  0.05‡ 0.03†   -0.04‡ 

勤務先企業には、外国人が多い 0.05‡  0.04† 0.05‡ 0.05† 0.04‡ 0.04† 0.03* 0.03*   -0.02* 

職場には、外国人が多い             

従業員の健康増進に熱心だ 0.08‡ 0.06‡ 0.03† 0.08‡ 0.06‡ 0.09‡ 0.08‡ 0.07‡ 0.07‡ 0.07‡ 0.03* -0.08‡ 
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手
段 
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公共交通機関が中心 0.08‡ 0.19‡  0.05‡  0.04† 0.05‡ 0.03* 0.08‡   -0.08‡ 

徒歩・自転車が中心    0.03†   0.03†  0.03†    

自宅で仕事をしている       -0.02*     -0.03‡ -0.02† -0.03‡ -0.03‡     

地
域 

北海道 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 

東北             

関東（東京・神奈川・千葉を除く）             

東京・神奈川・千葉 0.11‡ 0.11‡       -0.08‡ -0.07†   

中部         -0.05*    

関西   -0.06†     -0.05* -0.06†    

中国             

四国  -0.03‡      -0.03*     

九州・沖縄                         

３月中旬以降ダミー 0.04† 0.06‡   0.04‡   0.05† 0.04† 0.07‡       -0.10‡ 
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）
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公
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員 

～49 人×３月中旬以降ダミー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 

50～299 人×３月中旬以降ダミー        0.04† 0.06‡    

300～999 人×３月中旬以降ダミー             

1000～4999 人×３月中旬以降ダミー 0.05†   0.04*    0.04*     

5000 人～×３月中旬以降ダミー 0.04† 0.03*       0.02*    

公務員×３月中旬以降ダミー   -0.04‡ -0.02‡       -0.03† -0.03† -0.03†       

雇
用
形
態
・
役
職 

正社員・正職員（一般）×３月中旬以降ダミー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 

正社員・正職員（管理職以上）×３月中旬以降ダミー 0.03*    0.05*    0.02*  -0.02*  

契約社員×３月中旬以降ダミー             

派遣社員×３月中旬以降ダミー   -0.04†           -0.04† 0.04*       

R.sq 0.225  0.223  0.058  0.224  0.098  0.166  0.144  0.112  0.109  0.051  0.013  0.171  
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図表３ 記述統計量 
変数 サンプル数 平均値 標準偏差 最小値 最大値 

流
行
拡
大
防
止
の
た
め
の
取
り
組
み 

テレワーク 5,594 0.155 0.362 0 1 

時差出勤 5,594 0.207 0.405 0 1 

出勤停止・自粛 5,594 0.081 0.273 0 1 

海外への渡航制限等 5,594 0.140 0.347 0 1 

BCP 策定 5,594 0.029 0.169 0 1 

セミナー、打ち合わせ等の制限 5,594 0.225 0.418 0 1 

会社イベントの中止・延期 5,594 0.250 0.433 0 1 

個人的なイベントの自粛 5,594 0.201 0.400 0 1 

オフィスに消毒液設置 5,594 0.370 0.483 0 1 

マスク配布 5,594 0.196 0.397 0 1 

その他 5,594 0.008 0.090 0 1 

とくにない 5,594 0.413 0.492 0 1 

３月中旬以降ダミー 5,594 0.410 0.492 0 1 

規
模(

民
間)

・
公
務
員 

～49 人 5,594 0.251 0.433 0 1 

50～299 人 5,594 0.248 0.432 0 1 

300～999 人 5,594 0.139 0.346 0 1 

1000～4999 人 5,594 0.138 0.345 0 1 

5000 人～ 5,594 0.174 0.379 0 1 

公務員 5,594 0.051 0.220 0 1 

雇
用
形
態
・

役
職 

正社員・正職員（一般） 5,594 0.726 0.446 0 1 

正社員・正職員（管理職以上） 5,594 0.120 0.326 0 1 

契約社員 5,594 0.093 0.291 0 1 

派遣社員 5,594 0.060 0.237 0 1 

職
種 

事務職（一般事務、受付等） 5,594 0.301 0.459 0 1 

管理職・マネジメント 5,594 0.091 0.287 0 1 

事務系専門職（市場調査、秘書等） 5,594 0.053 0.223 0 1 

技術系専門職（研究開発、ＳＥ等） 5,594 0.139 0.346 0 1 

医療福祉、教育関係の専門職 5,594 0.054 0.226 0 1 

営業職 5,594 0.080 0.271 0 1 

販売職 5,594 0.033 0.180 0 1 

生産、技能職 5,594 0.126 0.332 0 1 

接客サービス職 5,594 0.056 0.230 0 1 

運輸、通信職 5,594 0.033 0.178 0 1 

その他 5,594 0.034 0.182 0 1 

企
業
の
特
徴 

外資系である 5,594 0.026 0.161 0 1 

海外に拠点がある 5,594 0.147 0.354 0 1 

海外企業との業務上のやりとりが頻繁 5,594 0.091 0.287 0 1 

勤務先企業には、外国人が多い 5,594 0.057 0.231 0 1 

職場には、外国人が多い 5,594 0.050 0.217 0 1 

従業員の健康増進に熱心だ（１：あてはまらない～５：あてはまる） 5,594 2.850 0.945 1 5 

通
勤
手
段 

自家用車・バイクが中心 5,594 0.451 0.498 0 1 

公共交通機関が中心 5,594 0.400 0.490 0 1 

徒歩・自転車が中心 5,594 0.137 0.344 0 1 

自宅で仕事をしている 5,594 0.012 0.110 0 1 

地
域 

北海道 5,594 0.043 0.204 0 1 

東北 5,594 0.069 0.254 0 1 

関東（東京・神奈川・千葉を除く） 5,594 0.104 0.306 0 1 

東京・神奈川・千葉 5,594 0.240 0.427 0 1 

中部 5,594 0.183 0.386 0 1 

関西 5,594 0.163 0.369 0 1 

中国 5,594 0.061 0.239 0 1 

四国 5,594 0.031 0.173 0 1 

九州・沖縄 5,594 0.105 0.307 0 1 

女性ダミー（０：男性 １：女性） 5,594 0.417 0.493 0 1 

年齢 5,594 42.43 11.23 17 64 

年
収 

３００万円未満 5,594 0.249 0.433 0 1 

３００～７００万円未満 5,594 0.446 0.497 0 1 

７００～１，０００万円未満 5,594 0.105 0.306 0 1 

１，０００～１，５００万円未満 5,594 0.036 0.185 0 1 

１５００万円以上 5,594 0.006 0.080 0 1 

収入はない 5,594 0.003 0.055 0 1 

わからない・答えたくない 5,594 0.155 0.362 0 1 




